企業経営理論

経営戦略

1） 企業戦略　＜①戦略＞　：②を規定する

2） 事業戦略　＜③戦略＞　：②を展開する。いかに

3） 機能戦略：購買・生産等の機能の生産性を高めるための戦略

・戦略を立てるためにビジネス環境の分析の必要性。内部・外部を分析するツールとしての④分析

企業・成長戦略

経営戦略論のパイオニアである⑤は⑥によって経営戦略の展開エリアを４分割した。

	
	
	製品
	（技術）

	
	
	既存
	新規

	市
	既存
	⑦戦略
	⑧戦略

	場
	新規
	⑨戦略
	⑩戦略


⑩戦略以外は拡大戦略だが、⑩は新たな製品で新たな市場を目指すということ。リスクは高い。なぜリスクが高い⑩戦略に打ってでるのか？

主な5つの理由　⑪　⑫　⑬　⑭　⑮

ＰＰＭ（⑯）

	花形Ｓｔａｒ
	問題児

	金のなる木
	負け犬



　　　　　　　　　⑱

1 成長②ドメイン③競争④ＳＷＯＴ⑤アンゾフ⑥製品・市場マトリックス⑦市場浸透

⑧新製品開発⑨新市場開拓⑩多角化

⑪組織スラックの活用：余裕資源の有効活用

⑫新しい事業分野の認識：環境の変化

⑬主力事業の衰退：ＪＴにおけるたばこ需要の停滞→飲料・食品分野への展開

⑭リスクの分散：ポートフォリオ効果/無関連多角化　コングロマリット

⑮シナジーの追求：関連多角化　成功確立が高い

⑯Product Portfolio Management⑰市場成長率Product Life Cycle ⑱市場占有率Mkt Share
Ｍ．ポーターの競争戦略論

5フォースモデルとは①②③④⑤の5つの競争要因（Force）により競争状態を決定しているとするもの。

新規参入を妨げる要因として⑥があり、具体的には

· 規模の経済性：理由は⑦

· ⑧：簡単にまねできない

· 巨額の投資が必要/流通チャネルがコントロール/独占的技術/政府の許認可および

· ⑨：理由は⑩

競争の3つの基本戦略

	
	特異性
	低コスト

	全体
	⑪
	⑫

	特定セグ
	⑬
	⑭


⑪のもつリスク：⑮

⑫の持つリスク：⑯

⑬・⑭のもつリスク：⑰

分析型アプローチｖｓプロセス方アプローチ

企業戦略としてのアンゾフの⑱/ボストンコンサルティングの⑲/ポーターの⑳等はまずは分析ありき、その結果自社に有利な位置取りを行うかという分析型もしくは21アプローチと呼ばれる。分析を精緻にやりすぎて現場がついてこれなくなる現象を22という。1970年代以降は現場も一緒に考え、予期せぬ事態を学習の機会として偶発事象にも事後的に対応する戦略を展開するのがプロセス型アプローチもしくは23･24アプローチという。ポジショニングＡが外部の位置取りに対してプロセス型は25に着目する26がある。

①既存の競争②新規参入企業③買い手④売り手⑤代替品⑥参入障壁⑦規模の経済性が働く分野では新規参入者は競争に勝つためにコストダウンを対抗、当初より大規模生産を余儀なくされる。←リスク高い。⑧製品差別化ブランドロイヤリティ形成済み⑨経験曲線⑩コストダウンのために累積生産量を確保しなければならない（熟練によるコストダウン）　

⑪差別化⑫コストリーダーシップ⑬（差別化）集中⑭（低コスト化）集中⑮真似される・他人が特許・意匠権を取得⑯利益度外視で価格競争が行われる⑰一定の規模がないと事業として成立しえない⑱製品・市場マトリクス⑲ＰＰＭ⑳５フォースモデル21ポジショニング22分析麻痺症候群23資源24学習25内部資源26Resource Based View

イノベーションとは①である。類型としては製品依拠する②イノベーション、生産方法・工程に依拠する③イノベーション、部分改良を持続的に行う④イノベーション、全く違う基準を市場にもたらす例えばレコードからＣＤへの移行のような⑤イノベーションの４類型がある。技術進歩は当初は遅々として進まないが、ある時点から急速な進歩を遂げ、一定程度で頭打ちになる傾向があるため技術進歩の⑥字カーブと言われる。新たな技術の発生は以前と異なる技術であるため⑦である。技術確立に選考して成功してしまったがために技術に固執したり、顧客や流通業者等の要望に応えるためであったり、後発技術に追い抜かれることがある＝⑧

製品アーキテクチャー

モジュール型アーキテクチャー：部品の取替可能、部分的な変化で対応可能、インターフェイスは長期間固定　ＰＣ

インテグラル型アーキテクチャ：独立していない部品により構成、製品としてのまとまりのよさ。自動車、全体最適が設計できる。

＊オープンアーキテクチャー戦略とは：⑨

＊ネットワーク外部性とは：⑩

· デファクトスタンダードは⑪の業界標準。公的に標準を決定するＩＳＯのようなものは⑫スタンダードという

ベンチャー企業の成長ステージ

事業計画が必要な理由５つ⑬⑭⑮⑯⑰

基礎研究発明　最初の資金不足（⑱）新規事業化　でも起動に乗らない　２度目の資金不足（⑲）

①技術革新、創造的なアイデアにより企業に新たな利益をもたらす変革②プロダクト③プロセス④インクリメンタル/持続的⑤ラディカル/破壊的⑥Ｓ⑦非連続⑧革新者のジレンマ⑨モジュールを公開してゆくことで汎用性をもたせ、価値の増大を図る。ＩＢＭのＰＣ戦略⑩デファクトスタンダードを捕るためには同じネットワーク（規格陣営）に参加する仲間が多いほど有利で一旦優勢を確立すると雪だるま式に参加者/ユーザーが増え相手を圧倒する。⑪事実上⑫デジュリ⑬資金調達⑭パートナーの募集⑮共通認識⑯問題点の抽出⑰進捗管理⑱死の谷⑲ダーウィンの海

組織論

＜経営組織論＞

・組織の定義：1と２

・組織が成立、存続するためには３の実現が必要。３とは４と５の３と言える。企業から外部者に与えられるものが４であり、外部者から企業が与えられるものが５。４＞＝５の場合に組織は存在しうることを６という。

· バーナードによる組織の3要素とは７・８・９

· 組織による意思決定では完全な情報をもとに理論的・経済合理性に基づいて極大化基準のもとで行動する人を10モデル、情報収集・分析にも限界があり、制約された範囲内での十分満足できるという満足化基準で行動する１１モデル

· 組織構造の設計原理（5原則）

１２　１３　１４　１５　１６の各原則

＜組織構造の形態＞

１７組織：Merit２０・２１　Demerit ２２・２３

１８組織：Ｍ　２４・２５　ＤＭ　２６・２７・２８

１９制：Ｍ　２９・３０　ＤＭ　３１・３２・３３

＜官僚制組織・動態化・組織のライフサイクルモデル＞

・３４段階　スタートアップ：創始者の創造性・革新性、強力なリーダーシップ

· ３５段階　一人じゃむり、権限委譲、機能的な管理→１７組織

· ３６段階　さまざまなルール・システム等の制度構築　３７の導入、行過ぎると３８

・３９段階　３８に対して動態化をめざすために４０・４１・４２等を模索し、組織文化の変革による再活性化を図る。

１分業　２調整　３均衡　４誘因　５貢献　６組織の均衡条件　７共通目的　８貢献意欲　９コミュニケーション　10経済人　１１経営人　１２専門化（分業化）１３権限責任一致　１４統制範囲（スパンオブコントロール）１５命令統一性　１６例外（権限委譲）１７機能別　１８事業部制　１９カンパニー　２０専門性発揮　２１規模の経済　２２Ｔｏｐの負担大　２３専門化しているのでジェネラリスト的マネージメント力のある人間育ちにくい。２４Ｔｏｐが戦略に時間割ける　２５現場の意思決定早い　２６各事業部での職能の重複　２７短期的利益の追求　２８セクショナリズム　２９より迅速な意思決定　３０バランスシート経営　３１Presidentと言ってもほんとの社長は他にいる　３２財務は本社マター故財務マインドは中途半端　３３さらに強いセクショナリズム/シナジーの阻害３４起業者３５共同体　３６公式化　３７官僚制　３８官僚制の逆機能　３９精巧化　４０組織構造のフラット化　４１プロジェクトチーム・マトリックス組織の導入（横串）４２リエンジニアリング（業務プロセス改革）

経営組織論２

組織間関係論

・１依存モデル　組織間の１取引に着目する考察

· ２アプローチ　２に着目し、組織の行動決定要因となることを探る　内部化/アウトソーシング

組織構造の３理論

· 組織構造を機械的システムと有機的システムにわけた。ｂｙ４　機械的は５的環境に適する、有機的は６な時に有効とした。

· 大量生産には７的組織、個別生産や装置生産には８的組織が適するｂｙ９

· １０が高い時に業績の高い企業ほど部門の１１の程度が高く１１から生まれる１２を解消するための高度な部門の１３機能を持っている。ｂｙ１４。　１４は環境の１０が高まることで１５が増加することが調整の困難の主要因としている。そのためには

☆１６資源をもつ　１７組織から１８組織への脱皮→　１９

☆２０組織の設計や２１を配置して水平関係を統合、２２の改善　→　２３

経営管理の基礎理論

・　２４の科学的管理法：２５管理　時間研究・動作研究→　２６制度

· ２７の管理過程論：２７は会社経営者で２８の原型をつくる

· ２９工場で行われたゆえ２９実験ｂｙ３０：生産性にあたえる要因は３１i/o ３２

· ３３は人間の能力を　３４と３５にわけ３５の育成が大事といった

· ３６は３７モデルを提唱。過去の経験や環境によりきまる態度や感情を経由して人間の行動は決まる。　経営組織には３８組織と３９組織があり両方大事と唱えた。

１資源　２取引コスト　３コンティンジェンシー　４バーンズ＆ストーカー５安定６不安定　７機械的　８有機的　９ウッドワード　１０不確実性　１１分化　１２コンフリクト１３統合　１４ローレンス＆ローシュ　１５処理すべき情報　１６スラック　１７機能別（集権的）　１８事業部別（分権的）１９情報量の削減　２０横断的　２１リエゾン担当者　２２情報処理システム　２３情報処理能力の強化　２４テイラー２５課業２６差別的出来高給　２７ファヨール　２８ＰＤＣＡ　２９ホーソン３０メーヨー＆レスリスバーガー３１職場の人間関係　３２労働条件や作業環境３３メーヨー３４技術的技能（物理的欲求を満たすもの）　３５社会的技能（精神的欲求を満たす）３６レスリスバーガー３７社会人３８フォーマル３９インフォーマル

組織論３

組織行動論
＜１理論＞

内容理論

· マズローの２説：３・４・５・６・７の５段階　７までいったら最終的だが後戻りすることはなく、ますます７欲求は高次化してゆく

· ８のＥＲＧ理論：生存→関係→成長　可逆性・同時発生もある点でマズローと異なる。

· ９の１０理論：管理原則に基づく行動は未熟ゆえモチベーションをあげるためには職務の１１が必要、１２も必要

· １３のＸ理論・Ｙ理論　だめＸとＹ（良い）は未成熟成熟と似ている　

· １４の１５理論（１６論）満足をもたらす要因と不満をもたらす要因では前者を改善しなければだめ。ゆえに職務の１７が必要

過程理論

· １８の１９理論：動機付けの強さは２０Ｘ２１

· ２２の２３説：みっつの欲求２４・２５・２６

集団の行動様式

２７の２８モデル

集団の行動様式は独自の基準や規範が圧力となることもある

集団の２９性/集団３０（３１）→リスキーと平凡の２方向あり

１モチベーション理論　２欲求段階　３生理４安全５社会６自我７自己実現８アルダファー９アージリス１０未成熟成熟１１拡大１２感受性訓練１３マグレガー１４ハーズバーグ１５動機付け衛生理論１６二要因　１７充実　１８ブルーム　１９期待　２０期待（達成可能性）２１誘意性（報酬価値）２２マクレランド　２３達成動機　２４達成欲求　２５権力欲求　２６親和欲求　２７リッカート　２８連結ピン　２９凝集　３０集団浅慮　　３１グループシンクthink　

　

組織論４

リーダーシップ論

リーダーシップの源泉→①　cf　パワーや権力

1 にはオフィシャルに与えられるものとして３つ

②勢力、③勢力、④勢力　個人属性によるものとして　⑤勢力、⑥勢力の２つ計5つがある。

組織はタスクを遂行するために形成され独自の価値が注入されたとき⑦となる
by ⑧

価値観を注入し組織全体を率いてゆくリーダーシップを⑨という

· 初期のリーダーシップ研究、優れたリーダーのパーソナリティ（内面）とリーダーシップの相関関係を明らかにしようとするアプローチ、結論でなかった：⑩

· 内面でなく行動パターンで類型化を図ることからリーダーの本質を探る：⑪

· リーダーシップ⑪論　by ⑫

· ⑬型、⑭型、⑮型　どのような状況でも優れているのは16型

· 配慮（関係/人）と構造設定（課題/仕事）構造が高いほど配慮も高くあるべき１７

· 連結ピンモデルの18がまとめた１９研究

· システム１　20型　2　21型　3　22型　４　23型　理想型は24

· マネジリアルグリッド　by 25

· リーダーの行動だけでなくおかれている状況も・・・26

· リーダーと集団の１）人間関係の良さ２）業務の明確さ３）権限の強さで仕事中心型と従業員中心型で状況に合うのはどちらかを検証 by 27 

· 状況が良いときと悪い時は28型

· 状況がどちらでもない時は29型のリーダーが高い成果をもたらす。

· 部下の特性と仕事を要因に分析、優れていてルーティンなら30 by 31の32理論

①社会的勢力　②報酬　③強制　④正当　⑤準拠（個人的魅力）　⑥専門　⑦制度　⑧ゼルズニック　⑨制度的リーダーシップ　⑩資質特性論　⑪行動類型論　⑫レビン　⑬民主　⑭独裁　⑮放任　１６民主　１７オハイオ研究　１８リッカート　１９ミシガン　20独善的専制　21温情型専制　22相談　23参加　24参加 25 ブルーク＆ムートン　26リーダーシップのコンティンジェンシー理論（状況適合論）27フィドラー　28仕事中心　29従業員中心30人間関係重視　31 ハウス　32パスゴール（経路理論）

組織論5

組織分化と戦略的な組織変革

組織文化とは組織としての行動パターン　一体感を高める効果があるが組織メンバーにたいする同調の圧力（①）で硬直化をもたらす。この場合には組織改革や②が必要となる。

②とは組織活性化の方策の一つ環境変化に効果的に適用できることを意図した複合的な③戦略

組織学習

組織の発展プロセス　

· ④過程　　⑥学習　⑦学習　：平時安定的な積み重ね　　　不連続

· ⑤過程　　⑧学習　⑨学習　：危機　急激な伸長　　　　　断続的

組織学習に対する制約

· ルールはみ出せない・傍観者的・とんちんかんな思い込み・変化に気づかず

戦略的組織変革への抵抗要件

· 継続していれば発生しない⑩コスト

· ⑪を失う人々の存在

· 変革の必要性を理解できない　（不満がないから動機なし→⑫）

· ⑬出来ない状態　責任/今度こそ/保守的/変化を過小評価

戦略的組織変革に必要なこと

⑭なデータを獲得し多様な解釈を加える、このために必要なものは⑮資源。　⑯のデータに直接アクセスする。コンフリクトを解釈しピンチをチャンスに変える

革新的なアイデアは多くの場合　⑰の形態をとるが、これを　⑱の対話を通じて　⑲にかえるもしくは⑰を共有する。変革の実施者は組織に学習する価値観を埋め込む⑳的リーダーシップ

①斉一性への圧力　②組織開発　③教育　④漸次的進化過程　⑤革新的進化過程　⑥低次　⑦シングルループ　⑧高次　⑨ダブルループ⑩埋没　⑪既得権益　⑫有能性のわな　⑬ロスカット⑭リッチ　⑮スラック　⑯生　⑰暗黙知　⑱Face to face⑲形式知　⑳制度

人材資源管理

人事システムは１・２・３・４の4体系　・日本的経営の三種の神器５・６・７

高い業績成果を上げている行動特性をベンチマークとして人事制度に活用する概念は

８と呼ばれハーバードの行動心理学者９を中心に考案

人事評価は10評価・１１評価･12評価に大きく分かれる

評価者の心理的誤差で特定の要素に幻惑されることを１３効果という。

定期昇給は賃金表の１４　ベースアップは賃金表の　１５

労働関連法規

労働基準法に基づいて決定された労働条件の形式　１６・１７・１８

労働契約　期間の定めのない場合は最長１９年。２０年となるケースは２１・２２。

就業規則　常時　２３　の労働者を使用する企業は就業規則をつくり所轄の２４に届け出。

　　　　　作成・変更については　労働者の　２５で組織する労働組合もしくは代表者の２６が必要

労働時間　1日の法定労働時間は休憩を除き　２７　時間

　　　　　1週間の法定労働時間は原則　２８　時間　だが特例として常時使用する労働者数が　２９　の場合でＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄは30　時間

変形労働時間　法定労働時間は毎日同じじゃなくてもいい。



Ｅ単位　Ｆ単位　Ｇ単位　およびＨこのうち労使協定＋届出でない



のはＩ
時間外･休日労働　３１　３２　３３の場合に可能

みなし労働時間制　３４　分からないので働いたものとみなす

　　　　　　　　　３５　時間配分を労働者の裁量に任せる



　３６　業務の性格上　大幅に労働者の裁量にゆだねる

　　ただし３５の場合には　３７が、　３６の場合には　３８　が必要

１採用･配置　２評価　３報酬　４能力開発　５終身雇用　６年功序列　７企業別労働組合　８コンピテンシーモデル　９マクレランド　10業績　１１情意　１２能力　１３ハロー　１４中の移動　１５書き換え　１６労働協約　１７就業規則　１８労働契約　１９　3年　２０　5年　２１専門知識・技術　２２　満６０歳以上の労働者　２３　10名以上

２４　労働基準監督署長　２５過半数　２６　意見聴取　２７　８　２８　40　２９　10人未満　　Ａ商業・Ｂ映画演劇・Ｃ病院・Ｄ接客娯楽業３０　44　Ｅ1年　Ｆ1ヶ月　Ｇ1週間　Ｈフレックスタイム　Ｉフレックス就業規則＋労使協定３１非常災害　３２公務のための臨時　３３　36協定（労使合意に基づき労働基準監督署長に届出）３４事業場外労働　３５専門業務型裁量労働制　３６企画業務型裁量労働制　３７労使協定と労働基準監督署長へ届出　３８労使委員会設置・委員の4/5の賛成　労基署長への届出

労働関連法規

変形労働時間制：残業ではなく労働時間のわりふり

　

週平均労働時間
　限度／日・週　
届出関連

・1年単位　
40


①・②

③

・1ヶ月単位
40


④

⑤

・1週間単位
40例外⑥

⑦・⑧

⑨

・フレックス
40例外⑩

⑪

⑫

休憩

⑬～⑭時間勤務の場合：⑮以上/　⑭時間以上の場合：⑯以上

休日

最低毎週1回もしくは　⑰週間に⑱日（変形休日制）

時間外労働：残業

やらせられる条件は災害・公務および⑲があること

産業医、20管理者　21管理者を規定した法律は22

労災の認定要件は23・24

労働者を一人でも雇用している場合に強制適用となる法律は２５・２６

1 １０②52③労使協定＋届出④規定なし⑤労使協定＋届出/就業規則⑥44⑦１０⑧52

⑨労使協定＋届出⑩４４⑪規定なし⑫就業規則＋労使協定⑬６⑭８⑮45分⑯1時間⑰４

⑱４⑲３６協定　２０安全　２１衛生　２２労働安全衛生法23業務起因性24業務遂行性

２５労働者災害補償保険法２６雇用保険法

⑰











